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Vr.4.1（2018.5.23）「デジタル化の取り組みに関する調査」

デジタルビジネスの定義 ： 「ITの進化（AI,IoT,X-tech,RPAなど）によって、

様々なヒト・モノ・コトの情報がデジタル的につながり、その情報の伝達速度や範
囲、加工や分析結果などの利活用によって、新たな商品、新たなサービス、新た
なビジネスモデルなどを実現すること」
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概要

一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）と野村総合研究所は、共同で
2017年12月から2018年1月にかけて 「デジタル化の取り組みに関する調査」を、JUAS
会員企業のCIO、IT部門・業務部門・経営企画部門・デジタル化推進部門の役員・管理
職、ならびに情報システム子会社の社長、役員、管理職の方々165名に行いました。
（回答依頼先327名、回答率50.5％でした）

昨年の「デジタル化の進展に対する意識調査」では、多くの企業において、日本企業の
デジタル化対応は欧米と比較して遅れていると感じ、自社の対応についての危機感を
強く持たれていることが、判明いたしました。

本年は、デジタル化を具体的に実行される企業がより鮮明になりました。一方、現実に
影響を受け始めている企業も出始めており、危機感は益々強くなっています。

デジタルビジネスを具体的に実行されている企業では、成果も得られ始めています。

業種・業態によってデジタル化の課題や取り組み方は様々ですが、「顧客への価値の
提供」を主眼において、実行に着手して企業が増えていることが浮き彫りになりました。

本アンケート調査は、デジタル化に取り組む企業の状況を客観的に分析するとともに、
先進的な対応をされている企業の特徴を描き出すことで、日本企業がデジタルビジネ
スを進める上での参考になればと考えて実施し、本レポートをまとめました。
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アンケート回答者（所属企業）

本体（親会社）が５５％、情報子会社が４５％
情報子会社は親会社と同一業種として、回答企業27業種を7種に分類
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【Q.1】：ご自身が所属する企業の種別を１つご選択ください。（ひとつだけ）
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6.7

5.3

30.9

30.3

18.8

22.1

3.0

4.3

10.9

10.1

24.2

21.2

5.5

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2017年度

（N=165）

2016年度

（N=208）

【Q.3】：ご自身の業種を、１つご選択ください。（ひとつだけ）

1.建築・土木 2.素材製造 3.機械器具製造 4.商社・流通 5.金融 6.社会インフラ 7.サービス
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日本企業の取り組み状況

欧米企業に対して「圧倒的に遅れている」が増加
欧米に対して、特にサービス業が「圧倒的に遅れている」との認識が強い

※
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【Q.4】：デジタル化の進展に向けて、日本企業の取り組みの状況について、どのようにお考えですか。（ひとつだけ）

4.欧米企業に対して、圧倒的に遅れている 3.欧米企業に対して、多少遅れている 2.欧米企業に対して、あまり進んでいない

1.欧米企業に対して、進んでいる 5.よく分からない
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【Q.4】：デジタル化の進展に向けて、日本企業の取り組みの状況について、どのようにお考えですか。（ひとつだけ）

4.欧米企業に対して、圧倒的に遅れている 3.欧米企業に対して、多少遅れている 2.欧米企業に対して、あまり進んでいない

1.欧米企業に対して、進んでいる 5.よく分からない
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既存ビジネスの優位性・永続性

「既に影響が出ている」が9%「破壊的な影響をもたらす可能性がある」の回答割合が増加
既に影響が出ているのは、サービス、社会インフラ、機械器具製造、金融
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【Q.6】：デジタル化の進展は貴社の既存ビジネスの優位性、永続性にどの程度影響を与えると考えています

か。（ひとつだけ）

1.既に影響が出ている 2.破壊的な影響をもたらす可能性がある 3.ある程度は影響する可能性がある

4.あまり影響があるとは思わない 5.全く影響はない 6.判断できない、分からない
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2.素材製造(N=51)

3.機械器具製造(N=31)

4.商社・流通(N=5)

5.金融(N=18)

6.社会インフラ(N=40)

7.サービス(N=9)

【Q.6】：デジタル化の進展は貴社の既存ビジネスの優位性、永続性にどの程度影響を与えると考えていますか。

1.既に影響が出ている 2.破壊的な影響をもたらす可能性がある 3.ある程度は影響する可能性がある

4.あまり影響があるとは思わない 5.全く影響はない 6.判断できない、分からない
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デジタル化の進展における競合相手

（選択肢を増やしたことで、）「想定もしていない企業」の回答割合は、「顧客接点を多く持つ企業」、
「想定もしていない企業」 、「Techベンチャー・ITサービス企業」に分類された。
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【Q.6-1】：デジタル化の進展における競合として、もっとも意識している相手は誰ですか。（ひとつだけ）

※2016年度は「1.顧客接点を多く持つ企業」「2.Techベンチャー、ITサービス企業」「4、上記以外」「5、わからない」の選択肢なし

1.顧客接点を多く持つ企業 2.Techベンチャー、ITサービス企業 3.想定もしていない企業の参入 4.上記以外 5.わからない 6.基本的には既存ビジネスの競合他社 7.その他
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新たな競合に対する自社の強み（現在と将来）

現在の自社の強みは、「顧客基盤」「製品・サービスそのもの」の2つで過半を占める
将来の強みについて、大きく増加したのは「人材」で、「ブランド」は重きを置いていない
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【Q.6-2】：新たな競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来についてそれぞれ１つご選択ください。（それぞれひとつ

だけ）

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス

人材 ブランド 規制への対応力 その他 特になし

現状

将来
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デジタル戦略の策定・実行状況

戦略実行に向け、「実行中」 が28％、「実行準備中」が15％で、「現在策定中」まで含め
ると、約8割の企業がデジタル戦略に着手している
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【Q.8】：デジタルビジネスやデジタル化の進展への対応に向けた戦略を策定・実行していますか。

（ひとつだけ）

1.実行中 2.実行に向けて準備中（戦略策定済み） 3.現在策定中 4.策定予定はあるがまだ未着手 5.策定・実行する予定はない 6.分からない

※2016年度は「1.実行中」「2.実行に向けて準備中（戦略策定済み）」の選択肢はなく、「既に策定済」
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【売上高・年度別 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の検討状況】 【企業IT動向調査2018 n=1,006】 より

実施状況は、実施済み（成果ありと検証中の合計）は2割程度。売上高1兆円以上
の企業では、7割超。前年度調査と比較して大きく伸びている。
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デジタル化の取組み状況

デジタル化に対する取り組みが全体的に進展
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【Q.5】：デジタル化に対する、貴社の取り組み状況について、どのようにお考えですか。（ひとつだけ）

1.他社と比べて、かなり進んでいる 2.他社と比べて、ある程度、進んでいる 3.他社と比べて、あまり進んでいない

4.他社と比べて、かなり遅れている 5.判断できない、分からない

トップランナー セカンドランナー フォロワー

取組状況により「トップランナー」「セカンドランナー」「フォロワー」に分類し、傾向を分析
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判断できない、分からない(N=6)

【Q.7】：貴社の経営・事業部門はデジタル化の進展が与える影響を理解し、全社でその影響度を共有していますか。（ひとつだけ）

1.大いに理解・共有している 2.ある程度、理解・共有している 3.あまり理解・共有していない 4.全く理解・共有していない 5.判断できない、分からない

デジタル化の進展が与える影響度の共有状況（トップランナー分析）

先行している企業ほど、影響度を全社で共有している
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デジタル戦略の策定・実行状況（トップランナー分析）

トップランナーは過半数が既にデジタル戦略を実行中
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【Q.8】：デジタルビジネスやデジタル化の進展への対応に向けた戦略を策定・実行していますか。（ひとつだけ）

1.実行中 2.実行に向けて準備中（戦略策定済み） 3.現在策定中 4.策定予定はあるがまだ未着手 5.策定・実行する予定はない 6.分からない
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アンケート結果の考察 1（デジタルビジネスに対する認識）

デジタル化に対する危機感

（１）デジタル化への取組は、欧米に比して「圧倒的に遅れている」が45.5％で、8割が
「遅れている」と感じているが、同等レベルとの回答も15％に増加してきている。

（２）既存ビジネスに「既に影響が出ている」が9％、「破壊的な影響がある」が38％で、
大きな影響を受けるとの回答が、昨年比倍増している。

デジタル化への対処

（１）競合に対する「自社の強み」と考えている領域は
現在は、①顧客基盤、②製品・サービス、③研究開発力・技術力、④ブランド
将来は、①顧客基盤、②製品・サービス、③研究開発力・技術力、④人材
特に、製品・サービス、技術力で勝負するための「人材」が重要視されてくる
顧客接点の多い業種では、「対面での営業力・接客力」も強みと捉えている

（２）デジタル戦略の策定・実行状況・・・特に売上高1兆円の超企業が積極的
「実行中」が28％、「実行準備中」が15％で、昨年（準備中12.5％）より大きく進展。

トップランナーの傾向

（１）「経営・事業部門のデジタルビジネスへの理解・共有」が全社的に進んでいる（＊）

（２）「デジタルビジネスに向けた戦略」を「実行中」、「実行準備中」である（＊）

（＊）昨年と同様の傾向もしくは更に進展
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デジタル化への対応により解決したい課題

「新しい事業、ビジネスモデルの抽出」「顧客への価値提供に関わる革新」「生産性向上に
つながる画期的なプロセス改革」の3つが多く、「新しい商品・サービスの創出」にも注目
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【Q.9】：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択ください。（それぞれひとつだけ）

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新

販売・流通形態、サプライチェーンの刷新 生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮

情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革 その他

第２位はなし 第３位はなし
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デジタル化への対応により解決したい課題

0 20 40 60 80 100 120

新しい事業、ビジネスモデルの創出

顧客への価値提供に関わる革新

生産性向上につながる画期的なプロセス改革

新しい商品・サービスの創出

販売・流通形態、サプライチェーンの刷新

勤務形態の多様化など働き方の改革

調査・研究・開発期間の短縮

情報活用の高度化による意思決定の迅速化

その他

【Q.9】：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択ください。（それぞれひとつだけ）

1.第１位(N=165) 2.第２位(N=165) 3.第３位(N=165)

「新しい事業、ビジネスモデルの創出」が第1位であるが、第2位までを考慮すると、総合的
には「顧客への価値提供に関わる革新」が重要視されている
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デジタル化への対応により解決したい課題について、もっとも重視する効果指標

重視する指標は、「顧客の満足度や行動に関わる指標」で、次いで「財務的な指標」、
「業務の効率化」である。「従業員の変化」、「ビジネスサイクルの短縮」にも期待している。
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5.5

21.5

17.6

14.5

12.9

10.3

3.0

6.1

4.2

5.5

8.0

6.1

7.3

1.8

1.2

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第3位

第2位

第1位

【Q.9-2】：解決したい課題の第１位について、もっとも重視する効果指標を１つご選択ください。（ひとつだけ）(N=165)

1.財務的な指標（売上、利益、コスト削減等） 2.顧客の満足度や行動に関わる指標（顧客体験（CX）、双方向コミュニケーション等）

3.ビジネスサイクルの短縮 4.業務の効率化

5.従業員の変化（能力・意識向上等） 6.品質・安全性の改善（事故、ダウンタイム等の減少）

7.明確には設定していない 8.その他
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26 

20 

26 

69 

89 

87 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第3位

（N=95）

第2位

（N=109）

第1位

（N=113）

【Q.9-1】：実施済、試行中の課題についての成果の有無

成果が出ている 成果はまだ出ていない（今後期待している）

デジタル化への対応により解決したい課題の検討・進捗状況

約6割の企業が複数テーマを実施済・試行中、成果がでているのは2割程度

12.8

9.7

14.5

45.4

56.4

53.9

28.2

23.6

24.2

13.5

10.3

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第3位

第2位

第1位

【Q.9-1】：解決したい課題について、検討・進捗状況を１つご選択くださ

い。（ひとつだけ）(N=165)

実施済 試行中 計画中 未着手

実施済 試行中 計画中 未着手
成果あり
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デジタル化への対応で解決したい課題と重視する効果指標

・ 解決したい課題の1位は、「新しい事業、ビジネスモデルの創出」であるが、重視
する効果指標の1位は、「顧客の満足度や行動に関わる指標」であり、デジタル化で
は顧客の満足度を向上させる取り組みが重視されている

デジタル化の課題の実行状況と成果の現れ方

・ デジタル化への対応で解決したい課題（１位～３位）に関しては、約６割の企業が
実行に着手しているが、得られている成果はまだ２０％程度である。

・ その中で、生産性向上につながる革新的なプロセス改革に着手している企業では、
４０％の企業で成果が得られている

解決したい課題

（１）新しい事業、ビジネススモデルの創出

（２）顧客への価値提供に関わる革新

（３）生産性向上につながるプロセス改革

（４）新しい商品・サービスの提供

（５）情報活用による意思決定の迅速化

重視する効果指標

（１）顧客の満足度や行動に関わる指標

（２）財務的な指標（売上、利益、など）

（３）業務の効率化

（４）ビジネスサイクルの短縮

（５）従業員の変化（能力、意識向上など）

アンケート結果の考察 2（デジタル化の狙いと効果指標）
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デジタル化への対応による課題解決にあたり、工夫している点

「できることから小さく始める」「トライ＆エラー、PoCを繰り返し実施」で実行し始めている

10.9

72.1

65.5

58.2

26.1

11.5

11.5

1.8

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.テーマ選定や審査を厳格化

2.できることから小さく始める

3.トライ＆エラー、PoCを繰り返し実施

4.検討体制、人選

5.従業員への教育強化

6.効果指標を達成するための先行指標を設定

（例：プロセス指標、バランススコアコード…

7.実施主体の裁量を大きくする

8.その他

9.特になし

【Q.9-7】：課題解決に向け、どのような工夫をしていますか。（いくつでも）(N=165)
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デジタル化への対応による課題解決にあたり、工夫している点（成果有無別）

「テーマ選定や審査の厳格化」は逆効果の可能性あり
「トライ＆エラー」を粘り強く繰り返すこと、慎重な人選・体制検討が成果創出への道

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

1．テーマ選定や審査を厳格化

2．できることから小さく始める

3．トライ＆エラー、PoCを繰り返し実施

4．検討体制、人選

5．従業員への教育強化

6．効果指標を達成するための先行指標を設定

7．実施主体の裁量を大きくする

8．その他

9．特になし

デジタル化への対応による課題解決にあたり、工夫している点

（Q9-1で第1位と回答した課題に対する成果の有無とQ9-7のクロス集計）

成果が出ている（N=26 ） 成果はまだ出ていない（今後期待している）（N=87）
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デジタルビジネスを推進するにあたり、他社との連携の必要性

9割近くの企業が「他社との連携が必要」と考え、「既に連携済」「連携を模索中」が7割、
相手として、「ITベンダー・SIer」「他業界の企業」との連携が重要と考えられている

51

48

24

17

8

2

0

38

28

40

20

13

0

11

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ITベンダー、SIer

他業界の企業

Techベンチャー

同業界の企業

大学・研究機関

その他

第２位はなし

【Q.10-1】：連携が重要と考える相手先の上位２つをご選択ください。（それぞれひとつだけ）

1.第１位(N=150) 2.第２位(N=150)

39.4 29.7 21.8

88.5

自社単独では限度があり、他社との

連携が必要

5.5

5.8

3.6

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2017年度

2016年度

【Q.10】：デジタルビジネスを推進するにあたり、他社との連携の必要性を感じますか。（ひとつだけ）(N=165)

1.既に他社と連携して進めている 2.他社との連携を模索中 3.他社との連携の必要性を感じているが、未着手 4.自社単独で対応 5.判断できない、分からない
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デジタルビジネスを推進するにあたり、連携が重要と考える相手（トップ分析）

連携先1位：トップランナーは他業界の企業、セカンドランナー、フォロワーはITベンダー
連携先2位：トップランナーはTechベンチャーや大学・研究機関が多い

40.5

28.6

26.3

40.0

11.9

13.1

5.3

0.0

28.6

35.7

36.8

40.0

14.3

16.7

21.1

0.0

4.8

4.8

5.3

20.0

0.0

1.2

5.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー（N=42)

セカンドランナー(N=84)

フォロワー(N=19)

判断できない、分からない(N=5)

【Q.10-1】：連携が重要と考える相手先の上位２つをご選択ください。

（それぞれひとつだけ）・1.第１位

他業界の企業 同業界の企業 ITベンダー、SIer

Techベンチャー 大学・研究機関 その他

11.9

22.6

21.1

0.0

14.3

13.1

15.8

0.0

21.4

26.2

36.8

0.0

35.7

23.8

21.1

20.0

11.9

8.3

0.0

20.0

0.0

0.0

0.0

0.0

4.8

6.0

5.3

60.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー（N=42)

セカンドランナー(N=84)

フォロワー(N=19)

判断できない、分からない(N=5)

【Q.10-1】：連携が重要と考える相手先の上位２つをご選択ください。

（それぞれひとつだけ）・2.第２位

他業界の企業 同業界の企業 ITベンダー、SIer Techベンチャー

大学・研究機関 その他 第２位はなし
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デジタルビジネスを推進するにあたり、連携相手の選択理由（相手別）

「他業界の企業」に求めるニーズは、多岐にわたっている。
「ITベンダー、Sier」に求めるのは技術の獲得とアイデア具現化のサポート

3% 3%

28%

1%
31%

13%

18%

3% 0%

連携先の第1位に「ITベンダー、SIer」を選択した理

由（いくつでも）（N=51 ）

1．顧客開拓 2．販売チャネルの拡大

3．アイデアを具現化するサポート 4．設備等生産能力の拡大

5．技術の獲得 6．業務プロセス等のノウハウ

7．情報の獲得 8．課題への理解・共感

9．その他

13%

14%

20%

2%

14%

16%

15%

6%

0%

連携先の第1位に「他業界の企業」を選択した理

由（いくつでも）（N=48 ）

1．顧客開拓 2．販売チャネルの拡大

3．アイデアを具現化するサポート 4．設備等生産能力の拡大

5．技術の獲得 6．業務プロセス等のノウハウ

7．情報の獲得 8．課題への理解・共感

9．その他
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デジタル化対応の課題（成果有無別）

成果が出ている企業ほど、人材獲得に対する危機感が強い
また、既存システムの改修スピード、コストに対する課題認識も大きい

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

事業規模・収益性

効果が不透明な時に実行するための決断・合意形成、リーダーシップ

連携パートナー、取引先等社外ステークホルダーとの合意形成

既存事業部門等社内の協力獲得

検討体制・リソースの確保

リーンスタートアップやアジャイル開発等の方法論の習得

これまでとは異なるデジタル人材の確保

デジタル化の取組を加速し、適正に評価するための人事制度の刷新

リスクテイクするための社風・文化の変革

既存情報システムの改修スピード、コスト

その他

特になし

デジタル化へ対応するために、何が課題と考えているか

（Q9-1で第1位と回答した課題に対する成果の有無とQ18のクロス集計）

成果が出ている（N=26) 成果はまだ出ていない（今後期待している）（N=87)

[％]
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アンケート結果の考察 3（デジタル化の工夫と他社との連携）

デジタル化の課題解決にあたり、工夫している点
・１位：「できることから小さく始める」
・２位：「トライ＆エラー、PoCを繰り返し実施」＝トップランナー、成果を出している企業＝

・３位：「検討体制、人選」 の順であるが、

また、「テーマ選定や審査を厳格化」は、成果を得難く、逆効果になる可能性がある

他社との連携
・ 約40％が「既に他社との連携」して進めており、必要性を感じているのは9割以上
・ 連携先相手は、

①連携先1位：トップランナーは「他業界の企業」が多く、
セカンドランナー、フォロワーは「ITベンダー・SIer」

②連携先2位：トップランナーはTechベンチャーや大学・研究機関が多い

・ 連携の目的は、①技術の獲得、②アイデアを具体化するサポート、③情報の獲得

デジタル化に対応する上での課題
・1位：効果が不透明な時に実行するための決断、合意形成、リーダーシップ
・2位：検討体制、リソースの確保
・3位：これまでとは異なるデジタル人材の確保

・成果が出ている企業ほど、デジタル人材・リソースの確保に対する危機感が強い
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デジタルビジネスおよびデジタル化を企画・推進する役割

将来的にはIT部門と事業部門の共同体制が必要と6割が考えている（昨年度と同様）が、
2017年は実行局面に入り、「IT部門中心」の取組みが増加している

16

31

4

6

28

28

12

15

41

26

63

58

8

12

16

17

0

1

0

2

8

2

5

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2016年度.現在(N=208)

2017年度.現在(N=165)

2016年度.将来(N=208)

2017年度.将来(N=165)

【Q.12】：デジタルビジネスおよびデジタル化を企画・推進する役割は、どの組織が中心に担っていますか。現在、および、将来について

それぞれ１つご選択ください。（それぞれひとつだけ）※2016年度は「デジタル化専門子会社」の選択肢なし

IT部門中心 事業部門中心（商品開発、研究部門含む） IT部門と事業部門の共同チーム中心 デジタル化専門部門中心 デジタル化専門子会社中心 その他

現状

将来
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デジタルビジネスおよびデジタル化を企画・推進する役割（成果有無別）

成果を出している企業は「共同チーム」「専門部署」体制を築いている割合が大きい

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

IT部門中心

事業部門中心（商品開発、研究部門含む）

IT部門と事業部門の共同チーム中心

デジタル化専門部門中心

デジタル化専門子会社中心

その他

デジタルビジネスおよびデジタル化を企画・推進する役割は、どの組織が中心に担っているか

（Q9-1で第1位と回答した課題に対する成果の有無とQ12.現在のクロス集計）

成果が出ている（N=26) 成果はまだ出ていない（今後期待している）（N=87)

[%]
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デジタル化に関わる投資の今後の見通し

「IT部門」「IT部門以外」いずれも積極的な投資姿勢

25.5

32.1

48.5

41.2

18.8

15.2

1.8

1.2

0.6

0.0

0.0

1.8

4.8

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.IT部門(N=165)

2.IT部門以外(N=165)

【Q.14-2】：デジタル化に関わる投資は今後（３年程度）どのようになるとお考えか、それぞれ１つご選択ください。（それぞれひとつだけ）

大幅に増やす予定 多少増やす予定 大きな変化はない 多少減らす予定 大幅に減らす予定 その他 分からない
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デジタル化投資の予算分類

IT部門で予算取得をしているのは、「IoT、AI、RPA（ロボット）」が主で
それ以外は、IT部門以外の予算確保が多い

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.商品へのICチップ、RFID、AIなどの組込み（N=106）

2.IoT、AIを活用した新しいサービス（N=160）

3.センサー、AI、ネットワークなどの設置（N=147）

4.ロボット、RPA（Robotic Process Automation）の導入（N=159）

5.ウェアラブルデバイスの導入（N=111）

6.3D CADの導入（N=79）

7.3D プリンターの導入（N=73）

8.ドローンとその自動制御（N=64）

9.仮想通貨とその運用の仕組み（N=40）

【Q.14-3】：デジタル化に関わる投資では、従来想定されていたIT予算とは異なる内容が出てきていますが、どのような予算で確保されてい

ますか。（それぞれいくつでも）※「該当しない」を除外

IT予算 デジタル化関連全般投資予算 商品・サービスの開発予算 設備建設予算 その他
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ＩＴ投資における予算配分

「攻めのIT投資」に関して、現在は過半数の企業が2割以下、将来は5割以上と考える企
業が過半数

0.0

0.0

0.6

0.0

1.8

4.2

3.0

12.7

3.0

11.5

9.7

27.3

10.3

13.3

18.2

15.8

21.8

5.5

22.4

3.6

4.2

0.0

4.8

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.現在(N=165)

2.今後（３年後）(N=165)

【Q.13】：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）について、現在、お

よび、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。（それぞれひとつだけ）

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％

攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％ 分からない

定義
攻めのIT投資：ビジネスにおける新しい施策を展開するためのIT投資
守りのIT投資：現行ビジネスを維持・運営するためのIT投資

守りが多い攻めが多い

守りが多い攻めが多い

現状

将来(3年後）
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ＩＴ投資における予算配分（トップランナー分析）

トップランナーは攻めのIT投資が多い

定義
攻めのIT投資：ビジネスにおける新しい施策を展開するためのIT投資
守りのIT投資：現行ビジネスを維持・運営するためのIT投資

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.1

0.0

0.0

0.0

3.3

0.0

0.0

2.2

3.3

4.8

0.0

8.7

1.1

0.0

0.0

13.0

9.8

4.8

0.0

13.0

10.9

0.0

16.7

30.4

12.0

14.3

33.3

13.0

25.0

28.6

16.7

13.0

23.9

38.1

16.7

0.0

5.4

9.5

0.0

6.8

4.3

0.0

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー（N=46)

セカンドランナー(N=92)

フォロワー(N=21)

判断できない、分からない(N=6)

【Q.13】：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）について、現在、お

よび、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。（それぞれひとつだけ）・1.現在

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％

攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％ 分からない

守りのIT投資80％以上

守りのIT投資80％以上

守りのIT投資80％以上

現状
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デジタル化予算の取得

デジタル化予算はIT部門以外が取得することが多い
IT部門以外の投資は、約1/4の企業がIT投資予算の30％以上と回答

6.1 37.6 33.3 21.2 1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【Q.14】：デジタル化に関わる投資はIT部門以外が予算を取得し、実行するケースもあると思います。貴社はどのようにデジタル化投資の予算を取得

されていますか。（ひとつだけ）(N=165)

1.IT部門以外が独自に予算を取得

2.IT部門以外が独自に予算を取得するが、関連するシステム改修や、ネットワーク・インフラの増強等はIT部門が予算を取得

3.案件ごとに担当する組織が予算を確保

4.全てIT部門でまとめて予算を取得

5.その他

7.8 6.7 10.0 23.3 18.9 33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【Q.14-1】：IT部門以外が管理するデジタル化に関わる投資の予算は、IT部門が管理するIT投資予算と対比しておおよそどの程度の割合か１つご選択

ください。（ひとつだけ）(N=90)

選択肢「7.分からない」を除外

6.101％より多い（IT投資予算より多い） 5.51～100％ 4.31～50％ 3.11～30％ 2.6～10％ 1.5％以下
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デジタル化予算の取得（IT部門以外・業種別）

「建築・土木」「機械器具製造」「サービス」は
IT部門以外によるデジタル化予算が他と比べ大きい

11

6

13

0

0

11

0

0

6

6

0

0

11

17

22

6

19

0

17

0

17

33

27

38

0

17

11

0

0

12

13

50

50

22

50

33

42

13

50

17

44

17

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.建築・土木(N=9)

2.素材製造(N=33)

3.機械器具製造(N=16)

4.商社・流通(N=2)

5.金融(N=6)

6.社会インフラ(N=18)

7.サービス(N=6)

【Q.14-1】：IT部門以外が管理するデジタル化に関わる投資の予算は、IT部門が管理するIT投資予算と対比しておおよそどの程度の割合か１つご選択

ください。（ひとつだけ）

6.101％より多い（IT投資予算より多い） 5.51～100％ 4.31～50％ 3.11～30％ 2.6～10％ 1.5％以下
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アンケート結果の考察 4（デジタル化の企画・実行と投資姿勢）

デジタル化の企画・実行

・2017年はデジタル化を具体的に進める局面に入り、IT部門が企画・実行を担う比率が
増加してきている。「デジタル化専門部門」の重みも増してきている

・成果が出ている企業は、「事業部門とIT部門の共同チーム」「デジタル化専門部門」が、
企画・実行を進めている

デジタル化に投資姿勢…2017年のIT投資姿勢は強く、2018年も継続している

・「攻めのIT投資」に関しては、将来は5割以上と考える企業が多いが、
現在は過半数の企業が全体の2割以下

・トップランナーは「攻めのIT投資」が多い

・IT部門で予算取得をしているのは、「IoT、AI、RPA（ロボット）」が主

・PoC、試行を通じ、効果見込みを実感してから投資判断している

デジタル化予算の取得

・デジタル化予算の取得は、IT部門以外で取得することが多くなっている

・IT部門以外が取得するデジタル化投資の予算額が多い業種は、

①機械器具製造、②建築・土木、③サービス



Copyright（C） 2018 JUAS All rights reserved. 34

デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要な能力・スキル

22.4

7.3

13.9

2.4

9.1

13.9

1.2

6.7

7.9

17.0

11.5

9.7

21.8

19.4

12.7

26.7

26.1

13.9

4.8

14.5

17.0

3.0

4.8

4.2

0.6

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.第１位(N=165)

2.第２位(N=165)

3.第３位(N=165)

【Q.16】：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・

スキルは何でしょうか。優先度の高い順に１位～３位までご選択ください。（それぞれひとつだけ）

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む）

社外ネットワーク構築力 アイデア構想力

事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）

技術力（新技術の評価・適用など） デジタル担当組織・人材のマネジメント力

その他 第２位は特にない

第３位は特にない
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デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要な能力・スキル

必要なのは考えるよりも、推進する力
「改革推進力」＞「チャレンジを認めるリーダーシップ」≒「事業企画力」＞「アイデア構想力」

44

37

36

28

8

5

4

2

1

0

0

43

12

32

19

24

8

15

11

0

1

0

23

23

21

16

28

7

23

13

0

0

11

0 20 40 60 80 100 120

改革推進力（業務とIT両面での実行力）

チャレンジを認めるリーダーシップ

事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む）

アイデア構想力

技術力（新技術の評価・適用など）

デジタル担当組織・人材のマネジメント力

社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む）

社外ネットワーク構築力

その他

第２位は特にない

第３位は特にない

【Q.16】：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順

に１位～３位までご選択ください。（それぞれひとつだけ）

1.第１位(N=165) 2.第２位(N=165) 3.第３位(N=165)
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デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、
自社の人材に必要な能力・スキル（トップランナー分析）

人材に求める能力、スキルは、 ①トップランナー ⇒ 事業企画力
②セカンドランナー ⇒ 改革推進力 ③フォロワー ⇒ チャレンジを認めるリーダーシップ

10

17

7

3

1

2

1

0

1

1

0

0

8

16

3

1

13

18

4

1

9

29

5

1

1

7

0

0

2

2

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー（N=46)

セカンドランナー(N=92)

フォロワー(N=21)

判断できない、分からない(N=5)

【Q.16】：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順

に１位～３位までご選択ください。（それぞれひとつだけ）第１位

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む）

社外ネットワーク構築力 アイデア構想力

事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）

技術力（新技術の評価・適用など） デジタル担当組織・人材のマネジメント力

その他 第２位は特にない

第３位は特にない
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デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、必要な能力・スキルの獲得方法

人材は、外部から獲得するのではなく、自社の人材を育成する考えが強い

自社で育成

82%

外部から

獲得

13%

大学等の教育機関・研

究機関との連携強化
1%

その他
4%

【Q.17】：前問：【Q.16】で回答いただいた能力・スキルをどのように獲得していく予定です

か。もっともあてはまるものを１つご選択ください。（ひとつだけ）

外部のサ

ポートを受け

る（IT部門

内）, 69

外部のサ

ポートを受

ける（事業

部門内）, 
48

独力で育

成（事業部

門内）, 11

独力で育成（IT部門内）, 8

中途採用

面接, 13

M&A、他社

に出資等, 
4

他社からス

カウト, 3

10代の若者、学生を

早期にスカウト, 0

内訳

内訳
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デジタル人材に求める能力・スキル

・能力・スキルとして必要なのは「推進する力」

「改革推進力」＞「チャレンジを認めるリーダーシップ」≒「事業企画力」
次いで、「アイデア構想力」＞＞技術力（新技術の評価・適用など）

・デジタル対応人材に求めるスキル（トップランナー分析）
①トップランナー ⇒ 事業企画力
②セカンドランナー ⇒ 改革推進力
③フォロワー ⇒ チャレンジを認めるリーダーシップ

・ トップランナーは、自らの戦略を実行するために求めるスキルは「事業企画力」で、
その取得をITベンダー・SIerに頼るのではなく、連携先としてどこが良いかを考えて、
「他業界の企業」と連携し、具体的に実行していると推察される

必要な能力・スキルの獲得方法

・人材は、外部から獲得するのではなく、自社の人材を育成する考えが強い

アンケート結果の考察 5（デジタル化に必要な人材の能力・スキル）
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着目している新技術領域

AI、IoTの注目度が突出しているが、ロボット・RPAも注目されてきている

35.8

21.2

17.0

42.4

35.8

18.8

3.0

6.1

7.9

4.2

2.4

3.6

1.8

3.0

12.1

0.0

4.2

5.5

0.6

0.0

4.2

12.1

26.7

29.1

0.0

0.6

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.第１位(N=165)

2.第２位(N=165)

3.第３位(N=165)

【Q.19】：デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて、どのような新技術領域に着目していますか。着目順に１位～３位までご選択くださ

い。（それぞれひとつだけ）

IoT（Internet of Things）関連 AI（人工知能） ブロックチェーン、仮想通貨

X-Tech（FinTech、HealthTechなど） VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR（複合現実） ウェアラブルコンピューティング

ドローン ロボット、RPA（Robotic Process Automation） その他

52.4

28.4

9.6

37.0

49.5

8.2

0.0

3.8

10.1

3.8

2.4

9.1

1.0

4.8

13.9

3.4

4.3

29.3

0.5

1.9

3.4

0.0

1.9

11.5

1.9

2.9

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.第1位(N=208)

2.第2位(N=208)

3.第3位(N=208)

【Q.25】：デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて、どのような新技術領域に着目していますか。着目順に１位～３位までご選択くださ

い。（それぞれひとつだけ）

IoT (Internet of Things）関連 AI（人工知能） ブロックチェーン FinTechなどのX-Tech VR（Virtual Reality）

ウェアラブルコンピューティング ドローン パーソナルロボット その他

2016年

2017年
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着目している新技術領域

AI、IoT、ロボット・RPAの３テクノロジーに注目が集っている

70

59

20

7

5

3

0

1

0

59

35

44

4

10

5

7

0

1

31

28

48

6

13

20

9

7

3

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

AI（人工知能）

IoT（Internet of Things）関連

ロボット、RPA（Robotic Process Automation）

X-Tech（FinTech、HealthTechなど）

ブロックチェーン、仮想通貨

VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR（複合現実）

ウェアラブルコンピューティング

ドローン

その他

【Q.19】：デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて、どのような新技術領域に着目していますか。着目順に１位～３位までご選択くださ

い。(N=165)

1.第１位(N=165) 2.第２位(N=165) 3.第３位(N=165)
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新技術の検討・導入状況（AI、IoT、RPA-ロボット）

IoTは他技術よりも、本格的な導入が進展している

8.6

22.0

5

61.4

45.8

55

27.1

28.8

35

2.9

3.4

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

AI（人工知能）

（N=70）

IoT（Internet of Things）関連

（N=59）

ロボット、RPA（Robotic Process Automation）
(N=20)

【Q.20】：貴社が最も着目している上記で第１位とご回答の新技術について、検討・導入状況をご選択ください。

1.既にビジネスに本格的に導入済 2.現在、実証実験中 3.現在、技術を探索中 4.検討していない
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デジタル化で注目している技術は次の３つで、昨年２位のAIが１位に上がっている。

（1位） AI （人工知能）
（２位） IoT（Internet of Things）
（３位） ロボット、RPA

全業種とも同傾向にあるが、金融では、ブロックチェーン、Fintechが注目されている

一番着目している技術に関しては、「導入済み」、「実証検証中」が７割近くまで増加

アンケート結果の考察 6（着目する技術）

建築・土木

素材製造

機械器具製造

商社・流通

金融

社会インフラ

サービス

AI（人工知能）

IoT関連

AI（人工知能）

AI（人工知能）

IoT関連

AI（人工知能）

１位

ブロックチェーン

２位

IoT関連 AI（人工知能）

IoT関連

AI（人工知能）

IoT関連

IoT関連

FinTech & RPA（＊）

３位

VR ＆ RPA（＊）

ロボット、RPA（＊）

AI（人工知能）

（＊）RPA：Robotic Process Automation

ロボット、RPA（＊）

ロボット、RPA（＊）

ロボット、RPA（＊）

ロボット、RPA（＊）

業種分析では、
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法的規制や商習慣が障害となっているか

11.5

9.6

43.0

39.4

45.5

47.6

0.0

2.9

0.0

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2017年度

2016年度

【Q.21】：デジタルビジネスやデジタル化の対応を推進するにあたり、法的規制や商習慣が障害とお考えです

か。（ひとつだけ）

1.強く感じる 2.ある程度、感じる 3.あまり感じない 4.全く感じない 5.その他

11.5

9.1

9.8

9.7

40.0

27.8

5.0

11.1

43.0

36.4

47.1

41.9

40.0

44.4

42.5

33.3

45.5

54.5

43.1

48.4

20.0

27.8

52.5

55.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

1.建築・土木(N=11)

2.素材製造(N=51)

3.機械器具製造(N=31)

4.商社・流通(N=5)

5.金融(N=18)

6.社会インフラ(N=40)

7.サービス(N=9)

【Q.21】：デジタルビジネスやデジタル化への対応を推進するにあたり、法的規制や商習慣が障害になっているとお考えですか。（ひとつだけ）[SA]

1.強く感じる 2.ある程度、感じる 3.あまり感じない 4.全く感じない 5.その他

◆ 商社・流通と金融業にて、特に強く、法的規制や商習慣が障害と感じている
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障害と考える法的規制

「個人情報に関わる法令・規則」が最多

56

41

35

24

21

17

12

7

3

0 10 20 30 40 50 60

6.個人情報に関わる法令・規則

1.安全に関わる法令・規制

2.取引に関わる法令・規制

7.事業者に関わる法令・規制

5.労働に関わる法令・規制

3.商品に関わる法令・規制

4.貿易に関わる法令・規制

9.その他

8.弱者保護に関わる法令・規制

【Q.21-1】：障害と考える法的規制をご選択ください。（いくつでも）(N=90)

障害と考える法規制（自由回答）

• 金融規制・・結局は既存金融機関の保護の方向に収斂
• 銀行法等金融関連
• 情報セキュリティは国家で対応すべき
• Ｅ－文書法など適用について
• データ移転に関する法令

(GDPR、中国サイバーセキュリティ法など)
• 広告宣伝に対する規制
• 電子帳簿保存法、e-文書法
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障害と考える法的規制（業種別）

金融以外の全業種で「個人情報に関わる法令・規則」が最多
金融は「事業者に関わる法令・規則」が最多
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0.0
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合計

1.建築・土木(N=5)

2.素材製造(N=29)

3.機械器具製造(N=16)

4.商社・流通(N=4)

5.金融(N=13)

6.社会インフラ(N=19)

7.サービス(N=4)

【Q.21-1】：障害と考える法的規制をご選択ください。（いくつでも）

※ 業種毎の回答総数で除した割合

6.個人情報に関わる法令・規則 1.安全に関わる法令・規制 2.取引に関わる法令・規制 7.事業者に関わる法令・規制 5.労働に関わる法令・規制

3.商品に関わる法令・規制 4.貿易に関わる法令・規制 8.弱者保護に関わる法令・規制 9.その他
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6.署名捺印などによる証書保管

8.情報公開への制約

2.契約の不明瞭さ（契約前着手・納入など）

5.過剰サービス（・受取人不在時のサービス・契約者住所変更

時のサービス）

4.契約内容変更の不明瞭さ（納入条件変更など）

7.間接販売

3.支払い条件の不明瞭さ（遡及訂正など）

1.現金取引

9.その他

【Q.21-2】：障害と考える商習慣をご選択ください。（いくつでも）(N=90)

障害と考える商習慣

「署名捺印などによる証書保管」が最多で、
次いで、「情報公開」、「契約の不明瞭さ」、「過剰サービス」、「契約内容変更の不明瞭さ」

障害と考える商習慣（自由回答）

• きめこまかすぎるサービス、異例な取扱等
• 紙
• データ所有権等の不明瞭さ
• 広告・宣伝に対する規制
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障害と考える商習慣（業界別）

業種による差異が大きい
サービスでは特に「過剰サービス」が障害に
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0.0

0.0

8.3

2.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

1.建築・土木(N=5)

2.素材製造(N=29)

3.機械器具製造(N=16)

4.商社・流通(N=4)

5.金融(N=13)

6.社会インフラ(N=19)

7.サービス(N=4)

【Q.21-2】：障害と考える商習慣をご選択ください。（いくつでも）

※※ 業種毎に回答総数で除した割合

6.署名捺印などによる証書保管 8.情報公開への制約

2.契約の不明瞭さ（契約前着手・納入など） 5.過剰サービス（・受取人不在時のサービス・契約者住所変更時のサービス）

4.契約内容変更の不明瞭さ（納入条件変更など） 7.間接販売

3.支払い条件の不明瞭さ（遡及訂正など） 1.現金取引

9.その他
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本調査におけるレガシーシステムの定義

①技術面の老朽化

古い要素技術やパッケージでシステムが構成されており、H/W等が
故障すると代替がきかない状況。または、古い要素技術に対応できる
技術者の確保が難しい状況

②システムの肥大化・複雑化

システムが複雑で昨日の追加・変更が困難となり、現行業務の遂行
や改善に支障がある状況。システムの変更が難しい耐え、外部に補
完機能が増えたり、人が運用をカバーしなくてはいけない状況

③ブラックボックス化

ドキュメントなどが整備されておらず、属人的な運用・保守状態にあ
り、障害が発生しても原因がすぐにわからない状況。または、再構築
のために現行システムの仕様が再現できない状況

レガシーシステムの状況

◇業務プロセスを含むシステムの全貌と機能の意義が分からない状態にあること
⇒背景として下記①～③が存在している。
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レガシーシステムの状況（業種別）

「建築・土木」「商社・流通」「サービス」のレガシー脱却が進んでいる
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0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

1.建築・土木(N=11)

2.素材製造(N=51)

3.機械器具製造(N=31)

4.商社・流通(N=5)

5.金融(N=18)

6.社会インフラ(N=40)

7.サービス(N=9)

【Q.23】：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになる場合がありますが、貴社の既存のレガシーシステムの状況について

当てはまるものを１つご選択ください。（ひとつだけ）

1.既にレガシーシステムはない 2.一部領域のみ、レガシーシステムは残っている 3.半分程度がレガシーシステムである

4.ほとんどがレガシーシステムである 5.その他 6.分からない
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レガシーシステムの状況

トップランナーはレガシーシステムから脱却している割合が26.1％で最大
同時に「ほとんどレガシーシステム」と回答している割合は15.2％で最小

26.1

9.8

4.8

33.3

30.4
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28.6

16.7

28.3

23.9

33.3

33.3

15.2
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1.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー（N=46)

セカンドランナー(N=92)

フォロワー(N=21)

判断できない、分からない(N=5)

【Q.23】：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになる場合がありますが、貴社の既存のレガシーシステムの状況について

当てはまるものを１つご選択ください。（ひとつだけ）

1.既にレガシーシステムはない 2.一部領域のみ、レガシーシステムは残っている 3.半分程度がレガシーシステムである

4.ほとんどがレガシーシステムである 5.その他 6.分からない
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レガシーシステムの存在が、デジタル化の足かせになっているか？

20.7

17.2

50.0

50.0

25.0

30.0

4.3

2.8

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2017年度

（N=140）

2016年度

（N=180）

【Q.23-1】：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになっていると感じますか。

（ひとつだけ）[SA](N=140)

1.強く感じる 2.ある程度、感じる 3.あまり感じない 4.全く感じない 5.その他

49
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35
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9.ドキュメントが整備されていないため調査に時間を要する

2.レガシーシステムとのデータ連携が困難

10.影響が多岐にわたるため試験に時間を要する

3.技術的な制約や性能の限界がある

4.有識者がいない、ブラックボックス化しているため触れた…

8.維持・運用費が高く、改修コストを捻出しにくい

1.分析に必要なデータが不足している、ない

6.特定メーカーの製品・技術の制約があり、多大な改修コス…

7.特定技術に関する技術者を確保するのに、多大なコストが…

5.メーカーのサポートが切れており触れたくない

11.その他

【Q.23-2】：足かせになっていると感じる理由をご選択ください。（いくつでも）(N=99)

その他（自由回答）

• レガシーの再構築にヒトモノカネをとられすぎて
身動きができない

• リソースがデジタル化に割けない
• 柔軟性、拡張性不足で変化への対応力が弱い

足かせになっている理由
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レガシーシステムからの脱却・更新の必要性 と 必要な施策

49.3

40.0

42.9

51.7

5.0

7.8

2.1

0.6

0.0

0.0

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2017年度

2016年度

【Q.23-3】：レガシーシステムからの脱却・更新の必要性について１つご選択ください。（ひとつだけ）

1.強く必要性を感じる 2.ある程度、必要性を感じる 3.あまり必要性を感じない 4.全く必要性を感じない 5.その他 6.分からない

62.8

44.2

53.5

38.0

33.3

39.5

10.1

3.9

0.0

20.6

75.6

61.7

60.6

34.4

18.3

4.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.経営者の理解と承認…

2.IT投資の増加…

3.複雑化（スパゲッティ化したシステム）の解消…

4.既存システムを理解しているIT要員の増員…

5.開発・保守、維持・運用のための要員確保…

6.更新に制約のある技術の置き換え…

7.IT投資減税の拡大

8.その他…

9.分からない

【Q.23-5】：レガシーシステムからの脱却・更新を推進するうえで必要とお考えの施策をご選択ください。（いくつでも）(N=129)

※2016年度は「施策」ではなく、「脱却を阻む要因」は何かの設問[ ]内の記載が2016年度選択肢

「7.IT投資減税の拡大」「9.わからない」に相当する選択肢はなし

2017年度 2016年度

必要な施策

「経営者の理解と承認」が大きく増加、
「制約のある技術の置き換え」も増加し

ており、実行に向け、苦労が伺える
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デジタル化に対して、法的規制や商習慣の影響を問う質問には、
（１）「強く感じる」が11.5%、「ある程度感じる」が43%と、半数がデジタル化の障壁と回答
（２）業種別では、商社・流通、金融でその傾向が強い

法的規制の内容としては、金融で「事業者に関わる規制」が最多だが、全体としては、
①個人情報の取り扱い、②安全にかかわる規制、③取引に関わる規制

商習慣に関しては、以下の順で阻害要因と考えられている
①署名捺印などの証書保管、②情報公開の制約、③契約の不明瞭さ④過剰サービス

レガシーシステムの状況に関しては、
・土木・建築、サービス、商社・流通で、レガシーシステムからの脱却が進んでいる
・レガシーシステム状況と、デジタル化の影響の共有状況に強い相関がある

「レガシーシステムがデジタル化への足かせ」になっていると７割が感じ、その理由は、
（１位） ドキュメントが整備されていないため調査に時間が要する
（２位） レガシーシステムとのデータ連携が困難
（３位） 影響が多岐にわたるため試験に時間を要する 等々、多岐にわたる

「ブラックボックス化が進んでいるレガシーシステムからの脱却」は、95％が必要と感じ
ており、デジタル化への対応のために乗り越えていかねばならない大きな課題である。
各企業の特性に合わせた方針を策定して、早期に実行していくことが急務である

アンケート結果の考察 7（デジタル化の阻害要因）
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１．デジタル化の進展・脅威
に対する認識

４．デジタル化における
トップランナーの傾向

３．デジタル化に向けた連携

「デジタル化の取り組みに関する調査」 まとめ（1）

・デジタル化の進展で、「既に影響が出ている」など
「破壊的な影響を受ける」との回答が、昨年比倍増

・様々な業界から「新たな競合が出現する」と考えている

・約4割が「既に他社と連携」し始めている。
・連携目的は①技術の獲得②アイデア具体化サポート

③情報の獲得で、相手はITベンダー、他業界の企業

・トップランナーは、「経営・事業部門と影響度を共有」し、
「デジタル戦略を策定し実行中もしくは準備中」である

・「攻めのIT投資」に積極的で、 「トライ＆エラー、PoC」を
繰返し、IT部門と事業部門が協働して実行している

・「他業界の企業」との連携を感じて、推進している

２．デジタル化の狙いと
重視する効果指標

・デジタル化の狙いは、「新しい事業、ビジネスモデル
の創出」、同レベルで「顧客への価値提供」が続く

・デジタル化の指標は、「顧客満足度の向上」が１位で、
従来の財務指標を重視する姿勢から変化している
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７．デジタル化の着目技術

８．デジタル化を阻む障壁

「デジタル化の取り組みに関する調査」まとめ（2）

・AIやIoTに加えRPAなどの新技術への関心が高い
・殆どの業種で同傾向で、昨年から大きく変化したのは、

「ロボット、RPA」で、早く成果を目指す取組が伺える
・金融は、「ブロックチェーン」「FinTech」に注目

・デジタル化の障壁／足枷になると考えているのは、
法的規制や商習慣、レガシーシステムの存在

・法規制は,①個人情報②安全③取引などの規制
・商習慣は,①捺印・証書②情報公開③契約の不明瞭さ

④過剰サービス⑤契約内容変更の不明瞭さ が課題

５．デジタル課題の実行状況
と成果の現れ方

・デジタル化で解決したい課題は、約６割の企業が実行、
成果が得られているとの回答は２０％程度である

・「生産性向上につながる革新的なプロセス改革」に
着手している企業は４０％が成果を得ている。

６．デジタル人材に必要な
能力・スキル

・デジタル人材に求めるスキルは、
①トップランナー ⇒事業企画力
②セカンドランナー⇒改革推進力（全体では1位）
・獲得方法は、外部の力を借りながら自社で育成の方針
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価
値

（既存の価値）

（新しい価値）

（価値の拡充）

・データ連携

システムの柔軟性
（柔軟）（硬直／複雑） ＜要求されること＞

System of Record

System of Engagement

（参考）レガシーシステム脱却へのアプローチ

デジタル化
Digital transformation

新デジタル・ビジネス
Digital Innovation

「攻めのIT」の視点

「革新的な生産性向上」

「ビジネス革新」

「既存ビジネスの拡充」

システム基盤
（旧） （最新）

レガシー・システム システム刷新

システム基盤再構築

柔軟なシステム構造

新ビジネス上
重要なデータ

経営管理上
重要なデータ

（高度なアーキテクチャ）

クラウドの活用

パッケージ活用


